賃貸借契約書
	委託業務名
	倉敷市封入封かん機及び関連ソフトウェアの賃貸借等業務（令和７年８月～令和１２年７月）

	賃貸借期間
	令和７年８月１日から令和１２年７月３１日まで

	契約保証金
	倉敷市財務規則第１７５条第３号により免除する。


倉敷市（以下「甲」という。）と、株式会社○○○（以下「乙」という。）と、株式会社△△△（以下「丙」という。）は、封入封かん機（品名：●●●、品番：●●●）及び関連ソフトウェア（品名：●●●）等一式の賃貸借等に関し、次のとおり契約を締結する。

　（総則）

第１条　丙は、甲に対して、次条に掲げる賃貸借物件（以下「物件」という。）を貸し付け、甲は、これを借り受けることとし、乙は以下の条項において特定するものの他丙と連帯してこの契約の履行について責務を負うものとする。
　（契約の対象機器）
第２条　賃貸借物件は封入封かん機（品名：●●●、品番：●●●）及び関連ソフトウェア（品名：●●●）等一式（詳細は別紙のとおり。）とする。
　（設置場所）

第３条　機器の設置場所は、倉敷市役所情報政策室とする。

（賃貸借料）
第４条　物件の賃貸借料の月額は、●●●,●●●円（消費税及び地方消費税●●,●●●円を含む。）とする。
　（消費税及び地方消費税法改正に伴う賃貸借料の変更）

第５条　前条における消費税及び地方消費税の額は、消費税法第28条第1項及び第29条の規定により算出したもの、並びに地方税法第72条の82及び第72条の83の規定により算出されたもので、賃貸借料に110分の10を乗じて得た額である。賃貸借期間中に消費税法及び地方税法が改定された場合は、その規定により賃貸借料を変更するものとする。

（支払条件）

第６条　丙は、この契約に定める賃貸借料、保守料及び消費税相当額を、甲に請求するものとし、甲は請求書を受理した後３０日以内に支払うものとする。

２　甲は、丙より不適当と認められる請求書が提出された場合、これを是正のため返付することができるものとし、請求書を是正のため返還した日から是正した請求書を受領した日までの期間は支払約定期間に算入しないものとする。

（物件の納入）

第７条　乙は、乙の責任において、期日までに物件を甲の指定する場所へ納入するものとする。

（保守）
第８条　丙は、機器が常に正常な状態で使用できるよう、必要な保守を行うこと。甲と協議の上、必要と認められる周期でフルメンテナンスの定期点検を行うものとする。
２　丙は、消耗品（詳細は別紙のとおり。）の不足を確認した場合及び、甲からその供給を求められた場合は、速やかに必要な供給を行うものとする。
３　丙は、故障など機能に異常が生じた場合は、原則として２時間以内に設置場所へ必
要な保守要員を派遣し、故障修理及び代替機の手配などの適切な処理を行い、正常に
使用できる状態に回復すること。また、速やかに回復できない場合は、その原因及び
それに対する代替策について説明し、甲の了承を得るものとする。
４　丙は、賃貸借品の使用方法に関する問い合わせに対応すること。
５　前３項に定める対応の受付時間は、平日（祝日を除く）の午前９時から午後５時までとする。
６　丙は、前各項の保守サービスを乙に委託して行うものとする。
（甲の協議義務）

第９条　甲が次の各号に掲げる事項を行おうとするときは、事前に乙及び丙に通知し、協議するものとする。
(1)　物件の一部を取替え、若しくは改造し、又は物件に他の機械器具を取り付けると
き。
(2)　物件を第３条に規定する設置場所から移転させるとき。

（甲の善管注意義務）

第１０条　甲は、物件を本来の用法に従い、善良なる管理者の注意をもって使用、保管
し、物件の設置場所につき、良好な環境を保持するものとする。

２　乙及び丙は、甲が物件に損傷を与えたときは、甲に対して損害の賠償を請求することができるものとする。
（立入権及び秘密保持）
第１１条　乙及び丙の従業員は、物件の管理等のため物件の設置場所に立ち入ることが
　できる。この場合従業員は必ず身分証明書を提示しなければならない。

２　乙及び丙は、前項の立ち入りに際して得た甲の業務上の秘密を第三者に漏らしてはならない。

（保険）
第１２条　丙は、物件賃貸借期間において、所定の金額を保険金額とする物件に対する丙所定の損害保険を付保するものとし、その保険料を負担するものとする。

２　物件に保険事故が発生したときは、丙が保険金を受け取り、甲は丙が受領した保険
　金を以て、当該事故に基づく甲の丙に対する損害賠償義務を免除されるものとする。

（契約の解除）

第１３条　甲又は乙及び丙が本契約に定める義務を履行せず、若しくは履行する見込
みがないときは、直ちに本契約を解除することができるものとする。

２　契約が解除されたとき、契約解除理由が甲の責による場合、甲は契約期間の終了日までの残債務全額を丙に支払うものとする。

３　前項による契約解除に伴う物件の返還に要する費用は、一切甲が負担するものとす
る。

４　契約が解除されたとき、契約解除理由が乙及び丙の責による場合、乙及び丙は、賃貸借料の総額から履行部分に相当する賃貸借料を控除した額の10分の１に相当する額を、違約金として甲の指定する期間内に支払わなければならない。

（諸費用の負担）

第１４条　本契約に基づく甲の債務履行に伴う一切の費用は甲の負担とする。

（契約期間満了時の処理）

第１５条　甲は契約が終了した場合は、物件を丙へ速やかに返還するものとする。なお、契約の解除を伴わない物件の返還にかかる費用は、丙が負担するものとする。
（第三者に対する損害）

第１６条　甲が物件自体又は、その物件保管もしくは使用その他取扱いに起因して、第
三者に損害を与えた場合、甲がこれに関する一切の賠償損害責任及び費用を負担するものとする。
（個人情報の保護）

第１７条　乙は、この契約による事務を処理するための個人情報の取扱いについては，別記「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。
（紛争の解決方法）

第１８条　この契約に係る調停の申立て又は訴訟の提起については、岡山地方裁判所をもって、合意による第一審の専属的管轄裁判所とする。
（協議）

第１９条　本契約に定めのない事項又は本契約の履行につき疑義を生じた場合は、甲、
乙及び丙が協議し円満に解決を図るものとする。

本契約の締結を証するため、本書３通を作成し、甲、乙及び丙が記名・押印の上、各自１通を保有する。

　令和７年　　月　　日
　　　　　　　　　甲　岡山県倉敷市西中新田６４０番地
　　　　　　　　　　　倉敷市
　　　　　　　　　　　倉敷市長　伊東　香織
　　　　　　　　　乙　倉敷市○○町○○番
　　　　　　　　　　株式会社○○○
　　　　　　　　　　代表取締役　○　○　○　○
　　　　　　　　　丙　倉敷市△△町△△番
　　　　　　　　　　　株式会社△△△
　　　　　　　　　　　代表取締役　△　△　△　△
